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　（注１）　本書中の「公開買付者」とは、株式会社宇佐美鉱油（以下「宇佐美鉱油」といいます。）をいいます。

　（注２）　本書中の「対象者」とは、株式会社グッドスピード（以下「グッドスピード」といいます。）をいいます。

　（注３）　本書中の記載において計数が四捨五入又は切捨てされている場合、合計として記載される数値は計数の総和

と必ずしも一致しません。

　（注４）　本書中の「法」とは、金融商品取引法（昭和23年法律第25号。その後の改正を含みます。）をいいます。

　（注５）　本書中の「令」とは、金融商品取引法施行令（昭和40年政令第321号。その後の改正を含みます。）をいい

ます。

　（注６）　本書中の「府令」とは、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令（平成２年大蔵

省令第38号。その後の改正を含みます。）をいいます。

　（注７）　本書の提出に係る公開買付け（以下「第１回公開買付け」といいます。）は、法で定められた手続及び情報

開示基準に従い実施されるものです。

　（注８）　本書中の「株券等」とは、株式及び新株予約権に係る権利をいいます。

　（注９）　本書中の記載において、日数又は日時の記載がある場合は、特段の記載がない限り、日本国における日数又

は日時を指すものとします。

　（注10）　本書中の、「営業日」とは、行政機関の休日に関する法律（昭和63年法律第91号。その後の改正を含みま

す。）第１条第１項各号に掲げる日を除いた日をいいます。
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１【公開買付届出書の訂正届出書の提出理由】
　2024年４月11日付で提出いたしました公開買付届出書（2024年４月24日付で提出した公開買付届出書の訂正届出書に

より訂正された事項を含みます。）につきまして、記載事項の一部に誤記があったため、記載事項の一部に訂正すべき

事項（法第27条の８第１項、第８項及び府令第22条第２項の規定により、第１回公開買付けにおける買付け等の期間

を、届出当初の2024年５月13日から、本書提出日である2024年５月９日から起算して10営業日を経過した日にあたる

2024年５月23日までの合計28営業日に延長することを含みます。）が生じましたので、これを訂正するため、法第27条

の８第１項の規定に基づき、公開買付届出書の訂正届出書を提出するものであります。

 

２【訂正事項】
Ⅰ　公開買付届出書

第１　公開買付要項

３　買付け等の目的

(1）本両公開買付けの概要

(2）本両公開買付けの実施を決定するに至った背景、目的及び意思決定の過程並びに本両公開買付け後の経

営方針

①　本両公開買付けの実施を決定するに至った背景、目的及び意思決定の過程

②　対象者が本両公開買付けに賛同するに至った意思決定の過程及び理由

(5）買付け等の価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等、本両公開買付け

の公正性を担保するための措置

（ⅵ）他の買付者からの買付機会を確保するための措置

(6）本両公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項）

②　株式併合

４　買付け等の期間、買付け等の価格及び買付予定の株券等の数

(1）買付け等の期間

①　届出当初の期間

５　買付け等を行った後における株券等所有割合

10　決済の方法

(2）決済の開始日

第３　公開買付者及びその特別関係者による株券等の所有状況及び取引状況

１　株券等の所有状況

(1）公開買付者及び特別関係者による株券等の所有状況の合計

(3）特別関係者による株券等の所有状況（特別関係者合計）

(4）特別関係者による株券等の所有状況（特別関係者ごとの内訳）

②　所有株券等の数

第５　対象者の状況

４　継続開示会社たる対象者に関する事項

(1）対象者が提出した書類

②　四半期報告書又は半期報告書

Ⅱ　公開買付届出書の添付書類

 

３【訂正前の内容及び訂正後の内容】
　訂正箇所には下線を付しております。
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Ⅰ　公開買付届出書

第１【公開買付要項】

３【買付け等の目的】

(1）本両公開買付けの概要

　　（訂正前）

＜前略＞

　その後、公開買付者は、(ⅰ)2024年４月５日付で、対象者の第５位の株主（2023年９月30日現在）である株式会

社伊藤工務店（所有株式数：69,300株、所有割合：1.82％、以下「伊藤工務店」といいます。）及びその子会社で

ある中部技建株式会社（以下「中部技建」といいます。中部技建は、本書提出日現在、対象者株式を所有しており

ません（注７）。）との間で、本書提出日現在伊藤工務店が所有する対象者株式の全てについて、伊藤工務店（中

部技建が伊藤工務店から当該株式の全てを譲り受けた場合には中部技建）が、第１回公開買付けには応募せず、第

２回公開買付けに応募する旨を含む契約（以下「本応募契約（伊藤工務店）」といいます。）を、(ⅱ)2024年３月

19日付で、対象者の第６位の株主（2023年９月30日現在）である山本文彦氏（所有株式数：68,000株、所有割合：

1.79％、以下「山本氏」といいます。）との間で、その所有する対象者株式の全てについて、第１回公開買付けに

は応募せず、第２回公開買付けに応募する旨を含む契約（以下「本応募契約（山本氏）」といいます。）を、(ⅲ)

2024年３月27日付で、対象者の第19位の株主（2023年９月30日現在）であり、対象者の元取締役である平松健太氏

（所有株式数：12,700株、所有割合：0.33％、以下「平松氏」といいます。）との間で、その所有する対象者株式

の全てについて、第１回公開買付けには応募せず、第２回公開買付けに応募する旨を含む契約（以下「本応募契約

（平松氏）」といいます。）を、(ⅳ)2024年４月２日付で、対象者の第20位の株主（2023年９月30日現在）である

バルクライン株式会社（所有株式数：10,200株、所有割合：0.27％、以下「バルクライン」といいます。）との間

で、その所有する対象者株式の全てについて、第１回公開買付けには応募せず、第２回公開買付けに応募する旨を

含む契約（以下「本応募契約（バルクライン）」といいます。）を、(ⅴ)2024年４月９日付で、対象者の第10位の

株主（2023年９月30日現在）であり、対象者の元取締役である横地真吾氏（所有株式数：39,000株、所有割合：

1.03％、以下「横地氏」といい、伊藤工務店、中部技建、山本氏、平松氏及びバルクラインと総称して、以下「応

募合意株主（第２回）」といいます。）との間で、その所有する対象者株式の全てについて、第１回公開買付けに

は応募せず、第２回公開買付けに応募する旨を含む契約（以下「本応募契約（横地氏）」といいます。）をそれぞ

れ締結いたしました。本応募契約（伊藤工務店）、本応募契約（山本氏）、本応募契約（平松氏）、本応募契約

（バルクライン）及び本応募契約（横地氏）の概要については、下記「(8）本両公開買付けに係る重要な合意に関

する事項」の「③　本応募契約（伊藤工務店）」、「④　本応募契約（山本氏）」、「⑤　本応募契約（平松

氏）」、「⑥　本応募契約（バルクライン）」及び「⑦　本応募契約（横地氏）」をご参照ください。

 

＜中略＞

 

　公開買付者は、公開買付者プレスリリースの公表時点においては、本取引において対象者株式の買付けに用いる

ことができる総額に制約がある中で、対象者の少数株主の皆様に対して一定のプレミアムが付された価格での売却

機会を提供することを企図して、公開買付者プレスリリースにおいて公表したスキーム（以下「当初スキーム」と

いいます。）により本取引を実施することを決定しておりました。その後、2024年３月29日に2023年９月期有価証

券報告書の提出を受けて対象者が債務超過に陥っていることが判明したものの、対象者によれば、当該時点におい

ては対象者の事業活動の継続のために金融機関の一定の理解を得られているとのことであったため、公開買付者

は、当初スキームを変更することなく第１回公開買付けを開始いたしました。その後も、対象者は、第１回公開買

付け開始後も引き続き対象者の借入先である金融機関との間で対象者の借入金の返済時期等について協議を行って

いたとのことです。しかしながら、対象者によれば、対象者は、2024年４月15日、当該協議における対象者の代理

人弁護士より、2024年４月９日に提出された2024年９月期第１四半期報告書にて判明した対象者の財務状況を鑑み

ると、対象者の財務状況が次第に悪化していることは明白であり、かかる状況を踏まえると、公開買付者による対

象者の子会社化及び完全子会社化を早期に進めない限り、金融機関から債務超過の解消や借入金の早期弁済を求め

られる可能性が否定できないため、公開買付者による対象者の子会社化及び完全子会社化を早期に進めるべきであ

る旨助言を受けたとのことです。なお、対象者によれば、第１回公開買付けの開始の公表は、2024年９月期第１四

半期報告書の提出の翌営業日であったため、第１回公開買付けの開始の公表時点においては、当該代理人弁護士は

2024年９月期第１四半期報告書の内容を検証中であり、当該代理人弁護士から上記の旨の助言は受けていなかった

とのことです。公開買付者は、2024年４月15日、対象者より、当該代理人弁護士から上記の旨の助言を受けた旨伝

達を受け、第２回公開買付けの成立をもって確実に対象者を子会社化し、可能な限り早期に本取引による対象者株

式の非公開化を完了させることが、公開買付者グループ入りすることによる対象者の信用補完に繋がり、本書提出

日現在取引停止となっている対象者の取引先との信販取引等の再開等が見込め、対象者の利益率の向上が期待でき

ることから、債務超過となっている対象者の財務状況を改善させ、また、事業活動を安定させるためには最優先事

項であると考えるに至り、2024年４月16日、対象者に対して、第１回公開買付けの開始時において予定していた取

引スキームを変更し、また、本契約の変更覚書を締結することを予定している旨を伝達するとともに、同日、加藤
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氏及びAnelaに対して、自己株式取得により対象者がAnela所有株式を取得し、公開買付者による対象者の子会社化

及び完全子会社化を2024年９月頃に完了することを予定していた当初スキームを変更し、Anela所有株式を第１回

公開買付けに応募することについて打診を行いました（なお、当初スキームにおいては、子会社化及び非公開化の

完了予定時期は2024年９月頃でしたが、当該スキーム変更を行った場合、子会社化の完了予定時期は2024年６月下

旬頃、非公開化の完了時期は、株式等売渡請求の場合は2024年７月下旬頃、株式併合の場合は2024年９月上旬又は

中旬頃となります。）。これを受け、加藤氏及びAnelaとしても、対象者の財務状況や対象者の代理人弁護士から

の助言を踏まえると、2024年６月下旬頃となる予定の第２回公開買付けの成立をもって確実に対象者を子会社化

し、可能な限り早期に本取引による対象者株式の非公開化を完了させることが、公開買付者グループ入りすること

による対象者の信用補完に繋がり、本書提出日現在取引停止となっている対象者の取引先との信販取引等の再開等

が見込め、対象者の利益率の向上が期待できることから、債務超過となっている対象者の財務状況を改善させ、ま

た、対象者の事業活動を安定させるためには最優先事項であると考えるに至ったため、2024年４月24日付で、加藤

氏及びAnelaとの間で、Anelaが第１回公開買付けにAnela所有株式を応募する旨を含む本契約の変更覚書（以下

「本覚書」といいます。）を締結いたしました。本契約（本覚書による変更後のもの）の概要については、下記

「(8）本両公開買付けに係る重要な合意に関する事項」の「①　本契約」をご参照ください。

 

＜中略＞

 

　なお、本取引を図で表示すると大要以下のとおりとなります。

 

Ⅰ．本両公開買付けの実施前

　対象者株式（但し、対象者が所有する自己株式を除きます。）を、公開買付者が100株（所有割合：

0.00％）、応募合意株主（第１回）が1,811,208株（所有割合：47.65％）、応募合意株主（第２回）が199,200

株（所有割合：5.24％）、少数株主が残りの1,772,940株（所有割合：46.64％）及び第２回新株予約権880個

（第２回新株予約権の目的である対象者株式数17,600株（所有割合：0.46％））を所有。

 

 

Ⅱ．第１回公開買付け

　公開買付者は、本応募株式（第１回）の全てを取得することを主たる目的として第１回公開買付け（第１回公

開買付価格は722円、第１回公開買付けにおける本新株予約権１個当たりの買付け等の価格（以下「第１回新株

予約権買付価格」といいます。）は１円。）を実施。
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Ⅲ．第２回公開買付け

　公開買付者は、2024年５月下旬を目途に、対象者株式の全て（但し、公開買付者が所有する対象者株式及び対

象者が所有する自己株式を除きます。）及び本新株予約権を取得することを目的として第２回公開買付け（第２

回公開買付けにおける対象者株式１株当たりの買付け等の価格（以下「第２回公開買付価格」といいます。）は

850円、第２回公開買付けにおける本新株予約権１個当たりの買付け等の価格（以下「第２回新株予約権買付価

格」といい、第１回新株予約権買付価格と総称して、以下「本新株予約権買付価格」といいます。）は１円。）

を開始予定。公開買付者は、第１回公開買付けにより、少なくとも本応募株式（第１回）1,811,200株（所有割

合：47.65％）を取得し、第２回公開買付けにより、少なくとも応募合意株主（第２回）がそれぞれ所有する対

象者株式の全て（合計株式数：199,200株、所有割合：5.24％）を取得することになるため、遅くとも第２回公

開買付け成立後には、公開買付者は対象者を子会社化することを予定しております。

 

 

Ⅳ．本スクイーズアウト手続

　公開買付者は、本両公開買付けにおいて、対象者株式の全て（但し、公開買付者が所有する対象者株式及び対

象者が所有する自己株式を除きます。）を取得できなかった場合には、本両公開買付けの成立後、本スクイーズ

アウト手続を実施予定。なお、本スクイーズアウト手続の完了時期は本書提出日現在においては未定ですが、本

スクイーズアウト手続が株式等売渡請求の方法による場合は2024年７月下旬頃、株式併合の方法による場合は

2024年９月上旬又は中旬頃とすることを予定しております。

 

 

＜後略＞
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　　（訂正後）

＜前略＞

　その後、公開買付者は、(ⅰ)2024年４月５日付で、対象者の第５位の株主（2023年９月30日現在）である株式会

社伊藤工務店（所有株式数：69,300株、所有割合：1.82％、以下「伊藤工務店」といいます。）及びその子会社で

ある中部技建株式会社（以下「中部技建」といいます。中部技建は、本書提出日現在、対象者株式を所有しており

ません（注７）。）との間で、本書提出日現在伊藤工務店が所有する対象者株式の全てについて、伊藤工務店（中

部技建が伊藤工務店から当該株式の全てを譲り受けた場合には中部技建）が、第１回公開買付けには応募せず、第

２回公開買付けに応募する旨を含む契約（以下「本応募契約（伊藤工務店）」といいます。）を、(ⅱ)2024年３月

19日付で、対象者の第６位の株主（2023年９月30日現在）である山本文彦氏（所有株式数：72,000株、所有割合：

1.89％、以下「山本氏」といいます。）との間で、その所有する対象者株式の全てについて、第１回公開買付けに

は応募せず、第２回公開買付けに応募する旨を含む契約（以下「本応募契約（山本氏）」といいます。）を、(ⅲ)

2024年３月27日付で、対象者の第19位の株主（2023年９月30日現在）であり、対象者の元取締役である平松健太氏

（所有株式数：12,700株、所有割合：0.33％、以下「平松氏」といいます。）との間で、その所有する対象者株式

の全てについて、第１回公開買付けには応募せず、第２回公開買付けに応募する旨を含む契約（以下「本応募契約

（平松氏）」といいます。）を、(ⅳ)2024年４月２日付で、対象者の第20位の株主（2023年９月30日現在）である

バルクライン株式会社（所有株式数：10,200株、所有割合：0.27％、以下「バルクライン」といいます。）との間

で、その所有する対象者株式の全てについて、第１回公開買付けには応募せず、第２回公開買付けに応募する旨を

含む契約（以下「本応募契約（バルクライン）」といいます。）を、(ⅴ)2024年４月９日付で、対象者の第10位の

株主（2023年９月30日現在）であり、対象者の元取締役である横地真吾氏（所有株式数：40,000株、所有割合：

1.05％、以下「横地氏」といい、伊藤工務店、中部技建、山本氏、平松氏及びバルクラインと総称して、以下「応

募合意株主（第２回）」といいます。）との間で、その所有する対象者株式の全てについて、第１回公開買付けに

は応募せず、第２回公開買付けに応募する旨を含む契約（以下「本応募契約（横地氏）」といいます。）をそれぞ

れ締結いたしました。本応募契約（伊藤工務店）、本応募契約（山本氏）、本応募契約（平松氏）、本応募契約

（バルクライン）及び本応募契約（横地氏）の概要については、下記「(8）本両公開買付けに係る重要な合意に関

する事項」の「③　本応募契約（伊藤工務店）」、「④　本応募契約（山本氏）」、「⑤　本応募契約（平松

氏）」、「⑥　本応募契約（バルクライン）」及び「⑦　本応募契約（横地氏）」をご参照ください。

 

＜中略＞

 

　公開買付者は、公開買付者プレスリリースの公表時点においては、本取引において対象者株式の買付けに用いる

ことができる総額に制約がある中で、対象者の少数株主の皆様に対して一定のプレミアムが付された価格での売却

機会を提供することを企図して、公開買付者プレスリリースにおいて公表したスキーム（以下「当初スキーム」と

いいます。）により本取引を実施することを決定しておりました。その後、2024年３月29日に2023年９月期有価証

券報告書の提出を受けて対象者が債務超過に陥っていることが判明したものの、対象者によれば、当該時点におい

ては対象者の事業活動の継続のために金融機関の一定の理解を得られているとのことであったため、公開買付者

は、当初スキームを変更することなく第１回公開買付けを開始いたしました。その後も、対象者は、第１回公開買

付け開始後も引き続き対象者の借入先である金融機関との間で対象者の借入金の返済時期等について協議を行って

いたとのことです。しかしながら、対象者によれば、対象者は、2024年４月15日、当該協議における対象者の代理

人弁護士より、2024年４月９日に提出された2024年９月期第１四半期報告書にて判明した対象者の財務状況を鑑み

ると、対象者の財務状況が次第に悪化していることは明白であり、かかる状況を踏まえると、公開買付者による対

象者の子会社化及び完全子会社化を早期に進めない限り、金融機関から債務超過の解消や借入金の早期弁済を求め

られる可能性が否定できないため、公開買付者による対象者の子会社化及び完全子会社化を早期に進めるべきであ

る旨助言を受けたとのことです。なお、対象者によれば、第１回公開買付けの開始の公表は、2024年９月期第１四

半期報告書の提出の翌営業日であったため、第１回公開買付けの開始の公表時点においては、当該代理人弁護士は

2024年９月期第１四半期報告書の内容を検証中であり、当該代理人弁護士から上記の旨の助言は受けていなかった

とのことです。公開買付者は、2024年４月15日、対象者より、当該代理人弁護士から上記の旨の助言を受けた旨伝

達を受け、第２回公開買付けの成立をもって確実に対象者を子会社化し、可能な限り早期に本取引による対象者株

式の非公開化を完了させることが、公開買付者グループ入りすることによる対象者の信用補完に繋がり、本書提出

日現在取引停止となっている対象者の取引先との信販取引等の再開等が見込め、対象者の利益率の向上が期待でき

ることから、債務超過となっている対象者の財務状況を改善させ、また、事業活動を安定させるためには最優先事

項であると考えるに至り、2024年４月16日、対象者に対して、第１回公開買付けの開始時において予定していた取

引スキームを変更し、また、本契約の変更覚書を締結することを予定している旨を伝達するとともに、同日、加藤

氏及びAnelaに対して、自己株式取得により対象者がAnela所有株式を取得し、公開買付者による対象者の子会社化

及び完全子会社化を2024年９月頃に完了することを予定していた当初スキームを変更し、Anela所有株式を第１回

公開買付けに応募することについて打診を行いました（なお、当初スキームにおいては、子会社化及び非公開化の

完了予定時期は2024年９月頃でしたが、当該スキーム変更を行った場合、子会社化の完了予定時期は2024年６月下

旬又は７月上旬頃、非公開化の完了時期は、株式等売渡請求の場合は2024年７月下旬又は８月上旬頃、株式併合の
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場合は2024年９月頃となります。）。これを受け、加藤氏及びAnelaとしても、対象者の財務状況や対象者の代理

人弁護士からの助言を踏まえると、2024年６月下旬又は７月上旬頃となる予定の第２回公開買付けの成立をもって

確実に対象者を子会社化し、可能な限り早期に本取引による対象者株式の非公開化を完了させることが、公開買付

者グループ入りすることによる対象者の信用補完に繋がり、本書提出日現在取引停止となっている対象者の取引先

との信販取引等の再開等が見込め、対象者の利益率の向上が期待できることから、債務超過となっている対象者の

財務状況を改善させ、また、対象者の事業活動を安定させるためには最優先事項であると考えるに至ったため、

2024年４月24日付で、加藤氏及びAnelaとの間で、Anelaが第１回公開買付けにAnela所有株式を応募する旨を含む

本契約の変更覚書（以下「本覚書」といいます。）を締結いたしました。本契約（本覚書による変更後のもの）の

概要については、下記「(8）本両公開買付けに係る重要な合意に関する事項」の「①　本契約」をご参照くださ

い。

 

＜中略＞

 

　なお、本取引を図で表示すると大要以下のとおりとなります。

 

Ⅰ．本両公開買付けの実施前

　対象者株式（但し、対象者が所有する自己株式を除きます。）を、公開買付者が100株（所有割合：

0.00％）、応募合意株主（第１回）が1,811,208株（所有割合：47.65％）、応募合意株主（第２回）が204,200

株（所有割合：5.37％）、少数株主が残りの1,767,940株（所有割合：46.51％）及び第２回新株予約権880個

（第２回新株予約権の目的である対象者株式数17,600株（所有割合：0.46％））を所有。

 

 

Ⅱ．第１回公開買付け

　公開買付者は、本応募株式（第１回）の全てを取得することを主たる目的として第１回公開買付け（第１回公

開買付価格は722円、第１回公開買付けにおける本新株予約権１個当たりの買付け等の価格（以下「第１回新株

予約権買付価格」といいます。）は１円。）を実施。
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Ⅲ．第２回公開買付け

　公開買付者は、2024年５月下旬又は６月上旬を目途に、対象者株式の全て（但し、公開買付者が所有する対象

者株式及び対象者が所有する自己株式を除きます。）及び本新株予約権を取得することを目的として第２回公開

買付け（第２回公開買付けにおける対象者株式１株当たりの買付け等の価格（以下「第２回公開買付価格」とい

います。）は850円、第２回公開買付けにおける本新株予約権１個当たりの買付け等の価格（以下「第２回新株

予約権買付価格」といい、第１回新株予約権買付価格と総称して、以下「本新株予約権買付価格」といいま

す。）は１円。）を開始予定。公開買付者は、第１回公開買付けにより、少なくとも本応募株式（第１回）

1,811,200株（所有割合：47.65％）を取得し、第２回公開買付けにより、少なくとも応募合意株主（第２回）が

それぞれ所有する対象者株式の全て（合計株式数：204,200株、所有割合：5.37％）を取得することになるた

め、遅くとも第２回公開買付け成立後には、公開買付者は対象者を子会社化することを予定しております。

 

 

Ⅳ．本スクイーズアウト手続

　公開買付者は、本両公開買付けにおいて、対象者株式の全て（但し、公開買付者が所有する対象者株式及び対

象者が所有する自己株式を除きます。）を取得できなかった場合には、本両公開買付けの成立後、本スクイーズ

アウト手続を実施予定。なお、本スクイーズアウト手続の完了時期は本書提出日現在においては未定ですが、本

スクイーズアウト手続が株式等売渡請求の方法による場合は2024年７月下旬又は８月上旬頃、株式併合の方法に

よる場合は2024年９月頃とすることを予定しております。

 

 

＜後略＞
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(2）本両公開買付けの実施を決定するに至った背景、目的及び意思決定の過程並びに本両公開買付け後の経営方針

①　本両公開買付けの実施を決定するに至った背景、目的及び意思決定の過程

　　（訂正前）

＜前略＞

　公開買付者は、公開買付者プレスリリースの公表時点においては、本取引において対象者株式の買付けに用い

ることができる総額に制約がある中で、対象者の少数株主の皆様に対して一定のプレミアムが付された価格での

売却機会を提供することを企図して、当初スキームにより本取引を実施することを決定しておりました。その

後、2024年３月29日に2023年９月期有価証券報告書の提出を受けて対象者が債務超過に陥っていることが判明し

たものの、対象者によれば、当該時点においては対象者の事業活動の継続のために金融機関の一定の理解を得ら

れているとのことであったため、公開買付者は、当初スキームを変更することなく第１回公開買付けを開始いた

しました。その後も、対象者は、第１回公開買付け開始後も引き続き対象者の借入先である金融機関との間で対

象者の借入金の返済時期等について協議を行っていたとのことです。しかしながら、対象者によれば、対象者

は、2024年４月15日、当該協議における対象者の代理人弁護士より、2024年４月９日に提出された2024年９月期

第１四半期報告書にて判明した対象者の財務状況を鑑みると、対象者の財務状況が次第に悪化していることは明

白であり、かかる状況を踏まえると、公開買付者による対象者の子会社化及び完全子会社化を早期に進めない限

り、金融機関から債務超過の解消や借入金の早期弁済を求められる可能性が否定できないため、公開買付者によ

る対象者の子会社化及び完全子会社化を早期に進めるべきである旨助言を受けたとのことです。なお、対象者に

よれば、第１回公開買付けの開始の公表は、2024年９月期第１四半期報告書の提出の翌営業日であったため、第

１回公開買付けの開始の公表時点においては、当該代理人弁護士は2024年９月期第１四半期報告書の内容を検証

中であり、第１回公開買付けの開始の公表時点においては、当該代理人弁護士から上記の旨の助言は受けていな

かったとのことです。公開買付者は、2024年４月15日、対象者より、当該代理人弁護士から上記の旨の助言を受

けた旨伝達を受け、第２回公開買付けの成立をもって確実に対象者を子会社化し、可能な限り早期に本取引によ

る対象者株式の非公開化を完了させることが、公開買付者グループ入りすることによる対象者の信用補完に繋が

り、本書提出日現在取引停止となっている対象者の取引先との信販取引等の再開等が見込め、対象者の利益率の

向上が期待できることから、債務超過となっている対象者の財務状況を改善させ、また、事業活動を安定させる

ためには最優先事項であると考えるに至り、2024年４月16日、対象者に対して、第１回公開買付けの開始時にお

いて予定していた取引スキームを変更し、また、本契約の変更覚書を締結することを予定している旨を伝達する

とともに、同日、加藤氏及びAnelaに対して、自己株式取得により対象者がAnela所有株式を取得し、公開買付者

による対象者の子会社化及び完全子会社化を2024年９月頃に完了することを予定していた当初スキームを変更

し、Anela所有株式を第１回公開買付けに応募することについて打診を行いました（なお、当初スキームにおい

ては、子会社化及び非公開化の完了予定時期は2024年９月頃でしたが、当該スキーム変更を行った場合、子会社

化の完了予定時期は2024年６月下旬頃、非公開化の完了時期は、株式等売渡請求の場合は2024年７月下旬頃、株

式併合の場合は2024年９月上旬又は中旬頃となります。）。これを受け、加藤氏及びAnelaとしても、対象者の

財務状況や対象者の代理人弁護士からの助言を踏まえると、2024年６月頃となる予定の第２回公開買付けの成立

をもって確実に対象者を子会社化し、可能な限り早期に本取引による対象者株式の非公開化を完了させること

が、公開買付者グループ入りすることによる対象者の信用補完に繋がり、本書提出日現在取引停止となっている

対象者の取引先との取引の再開等が見込めることにより、債務超過となっている対象者の財務状況を改善させ、

また、対象者の事業活動を安定させるためには最優先事項であると考えるに至ったため、2024年４月24日付で、

加藤氏及びAnelaとの間で、Anelaが第１回公開買付けにAnela所有株式を応募する旨を含む本覚書を締結いたし

ました。そして、今般、公開買付者は、2024年４月24日、当初スキームを変更することといたしました。
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　　（訂正後）

＜前略＞

　公開買付者は、公開買付者プレスリリースの公表時点においては、本取引において対象者株式の買付けに用い

ることができる総額に制約がある中で、対象者の少数株主の皆様に対して一定のプレミアムが付された価格での

売却機会を提供することを企図して、当初スキームにより本取引を実施することを決定しておりました。その

後、2024年３月29日に2023年９月期有価証券報告書の提出を受けて対象者が債務超過に陥っていることが判明し

たものの、対象者によれば、当該時点においては対象者の事業活動の継続のために金融機関の一定の理解を得ら

れているとのことであったため、公開買付者は、当初スキームを変更することなく第１回公開買付けを開始いた

しました。その後も、対象者は、第１回公開買付け開始後も引き続き対象者の借入先である金融機関との間で対

象者の借入金の返済時期等について協議を行っていたとのことです。しかしながら、対象者によれば、対象者

は、2024年４月15日、当該協議における対象者の代理人弁護士より、2024年４月９日に提出された2024年９月期

第１四半期報告書にて判明した対象者の財務状況を鑑みると、対象者の財務状況が次第に悪化していることは明

白であり、かかる状況を踏まえると、公開買付者による対象者の子会社化及び完全子会社化を早期に進めない限

り、金融機関から債務超過の解消や借入金の早期弁済を求められる可能性が否定できないため、公開買付者によ

る対象者の子会社化及び完全子会社化を早期に進めるべきである旨助言を受けたとのことです。なお、対象者に

よれば、第１回公開買付けの開始の公表は、2024年９月期第１四半期報告書の提出の翌営業日であったため、第

１回公開買付けの開始の公表時点においては、当該代理人弁護士は2024年９月期第１四半期報告書の内容を検証

中であり、第１回公開買付けの開始の公表時点においては、当該代理人弁護士から上記の旨の助言は受けていな

かったとのことです。公開買付者は、2024年４月15日、対象者より、当該代理人弁護士から上記の旨の助言を受

けた旨伝達を受け、第２回公開買付けの成立をもって確実に対象者を子会社化し、可能な限り早期に本取引によ

る対象者株式の非公開化を完了させることが、公開買付者グループ入りすることによる対象者の信用補完に繋が

り、本書提出日現在取引停止となっている対象者の取引先との信販取引等の再開等が見込め、対象者の利益率の

向上が期待できることから、債務超過となっている対象者の財務状況を改善させ、また、事業活動を安定させる

ためには最優先事項であると考えるに至り、2024年４月16日、対象者に対して、第１回公開買付けの開始時にお

いて予定していた取引スキームを変更し、また、本契約の変更覚書を締結することを予定している旨を伝達する

とともに、同日、加藤氏及びAnelaに対して、自己株式取得により対象者がAnela所有株式を取得し、公開買付者

による対象者の子会社化及び完全子会社化を2024年９月頃に完了することを予定していた当初スキームを変更

し、Anela所有株式を第１回公開買付けに応募することについて打診を行いました（なお、当初スキームにおい

ては、子会社化及び非公開化の完了予定時期は2024年９月頃でしたが、当該スキーム変更を行った場合、子会社

化の完了予定時期は2024年６月下旬又は７月上旬頃、非公開化の完了時期は、株式等売渡請求の場合は2024年７

月下旬又は８月上旬頃、株式併合の場合は2024年９月頃となります。）。これを受け、加藤氏及びAnelaとして

も、対象者の財務状況や対象者の代理人弁護士からの助言を踏まえると、2024年６月下旬又は７月上旬頃となる

予定の第２回公開買付けの成立をもって確実に対象者を子会社化し、可能な限り早期に本取引による対象者株式

の非公開化を完了させることが、公開買付者グループ入りすることによる対象者の信用補完に繋がり、本書提出

日現在取引停止となっている対象者の取引先との取引の再開等が見込めることにより、債務超過となっている対

象者の財務状況を改善させ、また、対象者の事業活動を安定させるためには最優先事項であると考えるに至った

ため、2024年４月24日付で、加藤氏及びAnelaとの間で、Anelaが第１回公開買付けにAnela所有株式を応募する

旨を含む本覚書を締結いたしました。そして、今般、公開買付者は、2024年４月24日、当初スキームを変更する

ことといたしました。
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②　対象者が本両公開買付けに賛同するに至った意思決定の過程及び理由

　　（訂正前）

＜前略＞

（ⅵ）第２回公開買付けに下限を設定すると第２回公開買付けの成立が不確実となるため、対象者の株主の皆様

及び本新株予約権者の皆様に売却の機会を確実に提供する観点から、第２回公開買付けに下限が設定されて

いないため、本両公開買付けの成立後、公開買付者及びAnelaが所有する対象者株式の議決権数が対象者の

総議決権の３分の２を下回る可能性があるものの、その場合であっても公開買付者は本スクイーズアウト手

続を実行する方針であること。なお、過去５年間における対象者の定時株主総会における議決権行使比率

は、2019年９月期に係る定時株主総会は約71.49％、2020年９月期に係る定時株主総会は約70.75％、2021年

９月期に係る定時株主総会は約71.24％、2022年９月期に係る定時株主総会は約69.05％、2023年９月期に係

る定時株主総会は約62.61％であり、これらの定時株主総会における議決権行使比率の平均は約69.03％であ

り、仮に本臨時株主総会における本株式併合に係る議案への議決権行使比率が同様の水準である場合には、

約46.02％の賛成により当該議案は可決されることとなると考えられるところ、公開買付者は、第１回公開

買付けに係る買付予定数の下限を911,200株（所有割合：23.97％）に設定していることから、第１回公開買

付けが成立した場合、公開買付者の所有する対象者株式数及び（第１回公開買付け及び第２回公開買付けの

成立を条件として、本契約において、本臨時株主総会において本株式併合に関する議案に賛成票を投じる旨

を合意している）Anelaが所有するAnela所有株式数の合計は少なくとも1,811,308株（所有割合：47.65％）

となることに加えて、第２回公開買付けにおいては一般株主による応募も想定されることから、本両公開買

付け成立後に本スクイーズアウト手続として行われる株式併合の議案が本臨時株主総会において承認される

見込みも十分に認められること。また、仮に本両公開買付け成立後の対象者の株主の対象者株式の所有状況

によって本スクイーズアウト手続が実施されないこととなっても、公開買付者は、本両公開買付けへの応募

状況や第２回公開買付けの成立後の時点における対象者の株主の属性及び所有状況並びに市場株価の動向も

踏まえた上で、本株式併合に係る議案が対象者の株主総会において現実的に承認される水準（具体的な水準

は、本臨時株主総会における議決権行使比率等を踏まえて決定するとのことです。）に至るまで、市場内で

の買付け又は市場外での相対取得等の方法により、対象者株式を追加取得し、対象者株式の非公開化を目指

す予定とのことであり、最終的に対象者株式のスクイーズアウト手続が実施される可能性が相当程度認めら

れ、かつ、公開買付者は、当該追加取得実施時点での対象者株式の市場株価を考慮して決定する価格（但

し、当該価格は、第２回公開買付価格と比較して、第２回公開買付けに応募した株主又は当該追加取得に対

応して売却する株主にとって経済的に不利益と評価されることのない合理的な価格（対象者が株式併合又は

株式分割をするなど、調整を要する事象が発生しない限り、原則として第２回公開買付価格と同額）とする

とのことです。）にて、対象者株式を追加取得することを想定しているとのことであることから、本両公開

買付けが二段階の公開買付けにより構成され、かつ第２回公開買付けに下限が設定されていないことを考慮

しても、本両公開買付けによる強圧性の問題は生じないと考えられること。なお、理論上は、第２回公開買

付けにおいて、本臨時株主総会における本株式併合に係る議案が承認されるに足る応募が得られない可能性

が０ではないものの、(ア)公開買付者において、本書提出日時点で、加藤氏に加えて応募合意株主（第２

回）との間で、それぞれの所有する対象者株式の全て（合計株式数：199,200株、所有割合：5.24％）につ

いて、第１回公開買付けには応募せず、第２回公開買付けに応募する旨を含む応募契約を締結しているこ

と、(イ)公開買付者は、仮に本両公開買付け成立後の対象者の株主の対象者株式の所有状況によって本スク

イーズアウト手続が実施されないこととなっても、その場合の対応として、本株式併合に係る議案が対象者

の株主総会において現実的に承認される水準（具体的な水準は、本臨時株主総会における議決権行使比率等

を踏まえて決定するとのことです。）に至るまで、市場内での買付け又は市場外での相対取得等の方法によ

り、対象者株式を追加取得し、対象者株式の非公開化を目指す予定であることを宣言していること、(ウ)か

かる追加取得の際の価格についても、原則として第２回公開買付価格と同額とすることが想定されているこ

と、及び(エ)2024年４月10日の対象者株式の株価の終値は第２回公開買付価格を下回っていることを踏ま

え、本書提出時点において、左記記載の見込みに変更はないと考えているとのことです。

＜後略＞
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　　（訂正後）

＜前略＞

（ⅵ）第２回公開買付けに下限を設定すると第２回公開買付けの成立が不確実となるため、対象者の株主の皆様

及び本新株予約権者の皆様に売却の機会を確実に提供する観点から、第２回公開買付けに下限が設定されて

いないため、本両公開買付けの成立後、公開買付者及びAnelaが所有する対象者株式の議決権数が対象者の

総議決権の３分の２を下回る可能性があるものの、その場合であっても公開買付者は本スクイーズアウト手

続を実行する方針であること。なお、過去５年間における対象者の定時株主総会における議決権行使比率

は、2019年９月期に係る定時株主総会は約71.49％、2020年９月期に係る定時株主総会は約70.75％、2021年

９月期に係る定時株主総会は約71.24％、2022年９月期に係る定時株主総会は約69.05％、2023年９月期に係

る定時株主総会は約62.61％であり、これらの定時株主総会における議決権行使比率の平均は約69.03％であ

り、仮に本臨時株主総会における本株式併合に係る議案への議決権行使比率が同様の水準である場合には、

約46.02％の賛成により当該議案は可決されることとなると考えられるところ、公開買付者は、第１回公開

買付けに係る買付予定数の下限を911,200株（所有割合：23.97％）に設定していることから、第１回公開買

付けが成立した場合、公開買付者の所有する対象者株式数及び（第１回公開買付け及び第２回公開買付けの

成立を条件として、本契約において、本臨時株主総会において本株式併合に関する議案に賛成票を投じる旨

を合意している）Anelaが所有するAnela所有株式数の合計は少なくとも1,811,308株（所有割合：47.65％）

となることに加えて、第２回公開買付けにおいては一般株主による応募も想定されることから、本両公開買

付け成立後に本スクイーズアウト手続として行われる株式併合の議案が本臨時株主総会において承認される

見込みも十分に認められること。また、仮に本両公開買付け成立後の対象者の株主の対象者株式の所有状況

によって本スクイーズアウト手続が実施されないこととなっても、公開買付者は、本両公開買付けへの応募

状況や第２回公開買付けの成立後の時点における対象者の株主の属性及び所有状況並びに市場株価の動向も

踏まえた上で、本株式併合に係る議案が対象者の株主総会において現実的に承認される水準（具体的な水準

は、本臨時株主総会における議決権行使比率等を踏まえて決定するとのことです。）に至るまで、市場内で

の買付け又は市場外での相対取得等の方法により、対象者株式を追加取得し、対象者株式の非公開化を目指

す予定とのことであり、最終的に対象者株式のスクイーズアウト手続が実施される可能性が相当程度認めら

れ、かつ、公開買付者は、当該追加取得実施時点での対象者株式の市場株価を考慮して決定する価格（但

し、当該価格は、第２回公開買付価格と比較して、第２回公開買付けに応募した株主又は当該追加取得に対

応して売却する株主にとって経済的に不利益と評価されることのない合理的な価格（対象者が株式併合又は

株式分割をするなど、調整を要する事象が発生しない限り、原則として第２回公開買付価格と同額）とする

とのことです。）にて、対象者株式を追加取得することを想定しているとのことであることから、本両公開

買付けが二段階の公開買付けにより構成され、かつ第２回公開買付けに下限が設定されていないことを考慮

しても、本両公開買付けによる強圧性の問題は生じないと考えられること。なお、理論上は、第２回公開買

付けにおいて、本臨時株主総会における本株式併合に係る議案が承認されるに足る応募が得られない可能性

が０ではないものの、(ア)公開買付者において、本書提出日時点で、加藤氏に加えて応募合意株主（第２

回）との間で、それぞれの所有する対象者株式の全て（合計株式数：204,200株、所有割合：5.37％）につ

いて、第１回公開買付けには応募せず、第２回公開買付けに応募する旨を含む応募契約を締結しているこ

と、(イ)公開買付者は、仮に本両公開買付け成立後の対象者の株主の対象者株式の所有状況によって本スク

イーズアウト手続が実施されないこととなっても、その場合の対応として、本株式併合に係る議案が対象者

の株主総会において現実的に承認される水準（具体的な水準は、本臨時株主総会における議決権行使比率等

を踏まえて決定するとのことです。）に至るまで、市場内での買付け又は市場外での相対取得等の方法によ

り、対象者株式を追加取得し、対象者株式の非公開化を目指す予定であることを宣言していること、(ウ)か

かる追加取得の際の価格についても、原則として第２回公開買付価格と同額とすることが想定されているこ

と、及び(エ)2024年４月10日の対象者株式の株価の終値は第２回公開買付価格を下回っていることを踏ま

え、本書提出時点において、左記記載の見込みに変更はないと考えているとのことです。

＜後略＞
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(5）買付け等の価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等、本両公開買付けの公正性

を担保するための措置

（ⅵ）他の買付者からの買付機会を確保するための措置

　　（訂正前）

　公開買付者は、第１回公開買付期間を20営業日としているものの、本両公開買付けの開始予定の公表から実

際の第１回公開買付けの開始までの期間が一定期間に亘り、かつ、本取引では公開買付けが２回予定されてお

り、第２回公開買付けは第１回公開買付けが成立した場合に限り実施されるものであるため、対象者の一般株

主の皆様の本両公開買付けに対する応募についての適切な判断機会及び公開買付者以外の者による対象者株式

に対する買付け等の機会は確保されているものと考えております。また、公開買付者と対象者は、対象者が対

抗的買収提案者と接触することを禁止するような取引保護条項を含む合意等、対抗的買収提案者が対象者との

間で接触することを制限するような内容の合意は一切行っておりません。このように、上記本両公開買付けの

開始までの期間と併せ、対抗的な買付け等の機会が確保されることにより、本両公開買付けの公正性の担保に

配慮しております。また、上記「(2）本両公開買付けの実施を決定するに至った背景、目的及び意思決定過程

並びに本両公開買付け後の経営方針」の「②　対象者が本両公開買付けに賛同するに至った意思決定の過程及

び理由」に記載のとおり、対象者は、本取引の具体的な検討・交渉に先立ち、対象者のファイナンシャル・ア

ドバイザーであるみずほ銀行経由で、対象者株式の取得に興味を持つ可能性のある複数の第三者候補との間

で、情報管理に留意しながら相応のコミュニケーションを図った上で本プロセスを実施しており、公開買付者

以外の者による対象者株式に対する買付け等その他の取引機会を積極的に設けているとのことです。

 

　　（訂正後）

　公開買付者は、第１回公開買付けの開始時点においては第１回公開買付期間を20営業日としていたものの、

公開買付者が2024年４月11日付で提出いたしました公開買付届出書（公開買付者が2024年４月24日付で提出し

た公開買付届出書の訂正届出書により訂正された事項を含みます。）につきまして、記載事項の一部に誤記が

あったため、訂正すべき事項が生じましたので、法第27条の８第１項の規定に基づき、公開買付届出書の訂正

届出書を提出するとともに、これに伴い、法第27条の８第８項及び府令第22条第２項の規定により、第１回公

開買付期間を、当該訂正届出書の提出日である2024年５月９日から起算して10営業日を経過した日である2024

年５月23日まで延長したため、第１回公開買付期間は28営業日となりました。公開買付者は、本両公開買付け

の開始予定の公表から実際の第１回公開買付けの開始までの期間が一定期間に亘り、かつ、本取引では公開買

付けが２回予定されており、第２回公開買付けは第１回公開買付けが成立した場合に限り実施されるものであ

るため、対象者の一般株主の皆様の本両公開買付けに対する応募についての適切な判断機会及び公開買付者以

外の者による対象者株式に対する買付け等の機会は確保されているものと考えております。また、公開買付者

と対象者は、対象者が対抗的買収提案者と接触することを禁止するような取引保護条項を含む合意等、対抗的

買収提案者が対象者との間で接触することを制限するような内容の合意は一切行っておりません。このよう

に、上記本両公開買付けの開始までの期間と併せ、対抗的な買付け等の機会が確保されることにより、本両公

開買付けの公正性の担保に配慮しております。また、上記「(2）本両公開買付けの実施を決定するに至った背

景、目的及び意思決定過程並びに本両公開買付け後の経営方針」の「②　対象者が本両公開買付けに賛同する

に至った意思決定の過程及び理由」に記載のとおり、対象者は、本取引の具体的な検討・交渉に先立ち、対象

者のファイナンシャル・アドバイザーであるみずほ銀行経由で、対象者株式の取得に興味を持つ可能性のある

複数の第三者候補との間で、情報管理に留意しながら相応のコミュニケーションを図った上で本プロセスを実

施しており、公開買付者以外の者による対象者株式に対する買付け等その他の取引機会を積極的に設けている

とのことです。

 

EDINET提出書類

株式会社宇佐美鉱油(E39618)

訂正公開買付届出書

13/20



(6）本両公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項）

②　株式併合

　　（訂正前）

　本両公開買付けの成立後、公開買付者が所有する対象者の議決権の合計数が対象者の総株主の議決権の数の

90％未満である場合には、公開買付者は、本両公開買付けの決済の完了後速やかに、対象者に対し、会社法第

180条に基づき対象者株式の併合（以下「本株式併合」といいます。）を行うこと及び本株式併合の効力発生を

条件として単元株式数の定めを廃止する旨の定款の一部変更を行うことを付議議案に含む臨時株主総会（以下

「本臨時株主総会」といいます。）を開催することを要請する予定です（本臨時株主総会の開催時期は本書提出

日現在においては未定ですが、2024年８月上旬又は中旬頃の開催を予定しております。）。なお、公開買付者

は、対象者の企業価値向上の観点から、本臨時株主総会を可能な限り早期に開催することが望ましいと考えてお

り、第２回公開買付けの決済の開始後の近接する日が本臨時株主総会の基準日となるように、対象者に対して第

２回公開買付期間中に基準日設定公告を行うことを要請する予定です。対象者プレスリリースによれば、2024年

４月10日現在、対象者は公開買付者の要請に応じ本臨時株主総会を開催する予定であるとのことです。なお、公

開買付者は、本臨時株主総会において上記各議案に賛成する予定です。

＜後略＞

 

　　（訂正後）

　本両公開買付けの成立後、公開買付者が所有する対象者の議決権の合計数が対象者の総株主の議決権の数の

90％未満である場合には、公開買付者は、本両公開買付けの決済の完了後速やかに、対象者に対し、会社法第

180条に基づき対象者株式の併合（以下「本株式併合」といいます。）を行うこと及び本株式併合の効力発生を

条件として単元株式数の定めを廃止する旨の定款の一部変更を行うことを付議議案に含む臨時株主総会（以下

「本臨時株主総会」といいます。）を開催することを要請する予定です（本臨時株主総会の開催時期は本書提出

日現在においては未定ですが、2024年８月頃の開催を予定しております。）。なお、公開買付者は、対象者の企

業価値向上の観点から、本臨時株主総会を可能な限り早期に開催することが望ましいと考えており、第２回公開

買付けの決済の開始後の近接する日が本臨時株主総会の基準日となるように、対象者に対して第２回公開買付期

間中に基準日設定公告を行うことを要請する予定です。対象者プレスリリースによれば、2024年４月10日現在、

対象者は公開買付者の要請に応じ本臨時株主総会を開催する予定であるとのことです。なお、公開買付者は、本

臨時株主総会において上記各議案に賛成する予定です。

＜後略＞

 

４【買付け等の期間、買付け等の価格及び買付予定の株券等の数】

（１）【買付け等の期間】

①【届出当初の期間】

　　（訂正前）

買付け等の期間 2024年４月11日（木曜日）から2024年５月13日（月曜日）まで（20営業日）

 

　　（訂正後）

買付け等の期間 2024年４月11日（木曜日）から2024年５月23日（木曜日）まで（28営業日）
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５【買付け等を行った後における株券等所有割合】

　　（訂正前）

区分 議決権の数

買付予定の株券等に係る議決権の数（個）(a) 38,009

ａのうち潜在株券等に係る議決権の数（個）(b) 176

ｂのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券及び株券等預託証券に係る議決権

の数（個）(c)
－

公開買付者の所有株券等に係る議決権の数（2024年４月11日現在）（個）(d) 1

ｄのうち潜在株券等に係る議決権の数（個）(e) －

ｅのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券及び株券等預託証券に係る議決権

の数（個）(f)
－

特別関係者の所有株券等に係る議決権の数（2024年４月24日現在）（個）(g) 1,992

ｇのうち潜在株券等に係る議決権の数（個）(h) －

ｈのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券及び株券等預託証券に係る議決権

の数（個）(i)
－

対象者の総株主等の議決権の数（2023年12月31日現在）（個）(j) 37,797

買付予定の株券等に係る議決権の数の総株主等の議決権の数に占める割合

(a／j)（％）
100.00

買付け等を行った後における株券等所有割合

((a＋d＋g)／(j＋(b－c)＋(e－f)＋(h－i))×100)（％）
100.00

＜後略＞

 

　　（訂正後）

区分 議決権の数

買付予定の株券等に係る議決権の数（個）(a) 38,009

ａのうち潜在株券等に係る議決権の数（個）(b) 176

ｂのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券及び株券等預託証券に係る議決権

の数（個）(c)
－

公開買付者の所有株券等に係る議決権の数（2024年４月11日現在）（個）(d) 1

ｄのうち潜在株券等に係る議決権の数（個）(e) －

ｅのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券及び株券等預託証券に係る議決権

の数（個）(f)
－

特別関係者の所有株券等に係る議決権の数（2024年４月24日現在）（個）(g) 2,042

ｇのうち潜在株券等に係る議決権の数（個）(h) －

ｈのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券及び株券等預託証券に係る議決権

の数（個）(i)
－

対象者の総株主等の議決権の数（2023年12月31日現在）（個）(j) 37,797

買付予定の株券等に係る議決権の数の総株主等の議決権の数に占める割合

(a／j)（％）
100.00

買付け等を行った後における株券等所有割合

((a＋d＋g)／(j＋(b－c)＋(e－f)＋(h－i))×100)（％）
100.00

＜後略＞
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１０【決済の方法】

（２）【決済の開始日】

　　（訂正前）

2024年５月20日（月曜日）

＜後略＞

 

　　（訂正後）

2024年５月30日（木曜日）

＜後略＞

 

第３【公開買付者及びその特別関係者による株券等の所有状況及び取引状況】

１【株券等の所有状況】

（１）【公開買付者及び特別関係者による株券等の所有状況の合計】

　　（訂正前）

（2024年４月24日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 1,993（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 1,993 ― ―

所有株券等の合計数 1,993 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

 

　　（訂正後）

（2024年４月24日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 2,403（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 2,043 ― ―

所有株券等の合計数 2,043 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―
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（３）【特別関係者による株券等の所有状況（特別関係者合計）】

　　（訂正前）

（2024年４月24日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 1,992（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 1,992 ― ―

所有株券等の合計数 1,992 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

 

　　（訂正後）

（2024年４月24日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 2,042（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 2,042 ― ―

所有株券等の合計数 2,042 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―
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（４）【特別関係者による株券等の所有状況（特別関係者ごとの内訳）】

②【所有株券等の数】

　　（訂正前）

＜前略＞

山本　文彦

（2024年４月11日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 680（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 680 ― ―

所有株券等の合計数 680 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

 

＜中略＞

 

横地　真吾

（2024年４月11日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 390（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 390 ― ―

所有株券等の合計数 390 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―
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　　（訂正後）

＜前略＞

山本　文彦

（2024年４月11日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 720（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 720 ― ―

所有株券等の合計数 720 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

 

＜中略＞

 

横地　真吾

（2024年４月11日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 400（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 400 ― ―

所有株券等の合計数 400 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―
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第５【対象者の状況】

４【継続開示会社たる対象者に関する事項】

（１）【対象者が提出した書類】

②【四半期報告書又は半期報告書】

　　（訂正前）

　事業年度　第22期第１四半期（自　2023年10月１日　至　2023年12月31日）　2024年４月９日東海財務局長に

提出

 

　　（訂正後）

　事業年度　第22期第１四半期（自　2023年10月１日　至　2023年12月31日）　2024年４月９日東海財務局長に

提出

　事業年度　第22期第２四半期（自　2024年１月１日　至　2024年３月31日）　2024年５月15日東海財務局長に

提出予定

 

Ⅱ　公開買付届出書の添付書類
　公開買付者は、第１回公開買付けについて買付条件等の変更を行ったため、2024年５月９日付で「公開買付条件等の

変更の公告」の電子公告を行いました。当該「公開買付条件等の変更の公告」を2024年４月11日付「公開買付開始公

告」（2024年４月24日付「公開買付条件等の変更の公告」により訂正された事項を含みます。）の変更として本訂正届

出書に添付いたします。なお、「公開買付条件等の変更の公告」を行った旨は、日本経済新聞に遅滞なく掲載する予定

です。
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